[Review] M・Sugahara, "Environmental Problem and Marketing Organization Strategy", 1974 by 市川 浩平 & Ichikawa Kouhei
[書評] 菅原正博著『環境問題とマーケティング組
織戦略』
著者 市川 浩平
雑誌名 關西大學經済論集
巻 24
号 2
ページ 93-101
発行年 1974-10-20
その他のタイトル [Review] M・Sugahara, "Environmental Problem
and Marketing Organization Strategy", 1974
URL http://hdl.handle.net/10112/14933
93 
書 評
菅原正博著
『環境問題とマーケティング組織戦略』
市 JI 浩 平
ー
「マーケティングは環境学であり，マーケティング・マネージャーは，かれの立場から
考えると一種の環境研究者である」という E.J. ケリー (EugeneJ. Kelley)やw.レ
イザー (WilliamLazer)の掏筒が物語っていることから明らかなように， とりわけマ
ーケティングを研究する者にとって環境の変化に注意深くあらねばならない。時あたかも
消費者問題，公害問題，資源問題といった「環境問題」への対応が，わが日本経済をとり
まく重要な課題となってきている。このような時期にあって，かかる諸問題に意欲的に取
組んだ本書が，管原正博氏により東洋経済新報社より出版せられたことは同学の者として
大きな喜びである。
「はしがき」において著者自らが述べている如く「これまでのマーケティング論は，需
要・供給のバランスを中心に「市場環境J・ という形で「環境問題」をとらえてきた。 W・
オルダーソンは，このような「市場環境」を企業の「隣接的環境」としてとらえている。
しかし，現在，大きな問題になりつつある「環境問題」は，実はこの「隣接的環境」の背
後にある「本源的環境」の問題である。」という位置づけをし， これまでのマーケティン
グ戦略を歴史的に整理することによって今13の「エコロジ一時代」にふさわしい対応を求
めなければならないとしている。本書の副題として「エコロジカル・アプローチ」という
名称が与えられているのも本書における著者の野心的な意図を物語っているものといえ
る。
まず本書の内容を目次にしたがって簡単に紹介しておこう。著者はマーケティング戦略
の歴史を，第一段階「マーケティング・コンセプト時代」，第二段階「マーケティング情報
39 
94 閥西大學「紐済論集』第24巻第2サ
システム時代」，第三段階「エコロジ一時代」の三つに区分し，かかる三段階の発展過程に
沿って，第一段階に対応する「第I部 マーケティング組織戦略」，第二段階に対応する「第
I部組織的意志決定戦略」，第三段階に対応する「第1I部企業エコロジー戦略」をそ
れぞれ検討している。第I部は「企業環境とトップ・マネジメントの役割」「環境適応的な
組織論」「ネッスル社のマーケティング組織戦略」の3章よりなり，第I部は，「環境適応
的意思決定論」「マーケティング計画と組織的意思決定過程」「ビルズベリー社のマーケテ
ィング情報戦略」の 3章よりなり，さらに第皿部は，「企業エコロジー・モデル」「コンシ
ユーマー・アプローチの新戦略」「コンシューマリズムと組織戦略」「環境問題に対する企
業エコロジー戦略」の 4章より構成されている。都合I部， 10章よりなり，巻末には索引
が付されている。
?
第I部。著者は，ここではいわゆる第一段階の「マーケティング・コンセプト時代」に
対応したマーケティング戦略としての「マーケティング組織戦略」を説いている。マーケ
ティング・コンセプト時代とは，いわゆる売り手市場から買い手市場への経済構造の質的
な変革時代の初期を意味しており，著者はアメリカを例に1950年代の初めごろから1965年
頃の期間を念頭においている (iページ）。大紘生産オンリーで販売面ひいては市場側面に
それほど留意する必要がなかった時代から消費者志向的な理念の実践を余儀なくされた時
代への転換に際して具体的に企業組織が如何に対応したか，あるいは対応すべきであるか
は，われわれにとって非常に興味深いものなのである。われわれマーケティング理論を研
究する者にあっては理論的に思考するあまり具体性に欠け，非常に不得手な分野でもあ
る。理論的側面のみならず実証的側面における知識にも造詣深い著者はかかる分野に対し
て大胆なメスを入れてゆく。売り手市場から買い手市場への質的な変革は経済的環境に対
しても社会的環境に対しても質的な変化をもたらす。企業の競争的戦略の重点の置き方も
変わり，大最に生産したものをいかにして大最に販売し，市場占有率を高めるかという販
売力に重点がおかれるようになる (5ページ）。景販店や， 消費者運動の出現もかかる経
済的環境の質的変換の副産物であるという位置づけをする。さらには社会的にも「ヤング
・パワー」「ウーマン・パワー」という形で社会組織の中で「体制批判」の芽が生まれ，
新しいライフ・スタイルを備えた人々に如何に対応するかが，市場面においても企業組織
面においても重要な課題となってくる (5~6ペー ジ）。
豊かな社会の出現とともに人々のライフ・スタイルも多様化し価値観の多様性もみら
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れ，ここに企業家にあっても消費者の新しいニーズに如何に対応するかが迫られてくる。
ここに著者は環境志向的なトップ・マネジメントの出現を求める。たとえばアメリカにあ
っては1950年代から1960年代にかけてウエスティングハウス社のバーナム社長，セラニー
ズ社のプルックス社長，ビルズベリー社のカイス社長，ゼネラル・フード社のモーテイマ
一社長およびフォード社のフレイ副社長等が，かかる時代的背兼において出現し且つ成功
した例であることをケース・スタディによって著者は実証しようとする(9~13ペー ジ）。
時代の大きな変革期にあっては何よりもトップ・マネジメントの発想の転換の必要が求め
られるわけだが，いうまでもなく環境志向的な組織戦略が最も重要であることは当然なこ
とである。それゆえ著者は環境適応的な組織論を展開する。まず，機能別に分割されたラ
イン・スタッフ関係を基盤にした伝統的組織論の限界を指摘し (21~23ペー ジ）， マーケ
ティング・コンセプトの組織的実践形態として複数単位組織をそのあるべき方向として位
置づける (23~27ページ）。具体的には複数販売プランチ組織，複数製品ライン組織，複
数事業部制組織やワールド・エンタープライズによって代表される複数国籍組織，および
コングロマリットによって代表される「複数企業組織」を例示し，かかる時代的要請に対
応したものとしてとらえている。さらにはG.アルバウム (G.Albaum)の Information
Flow and Decentralized Decision -Making in Marketingを引用しマーケティング
組織における意志決定と情報システムとの関係を検討し， 「複数単位組織をとらざるをえ
ない企業は，末端のオペレーティング単位の動向を，中間管理者を経由しないでも十分に
把握できるようなマーケティング情報システムが必要である。したがって，マーケティン
グ情報システムは，複数単位組織の効率を落とさないでしかも拡大していこうとする企業
においては絶対的な必需品であるといえるだろう」とマーケティング情報システムの役割
を説いている (33~38ページ）。最後に著者はかかる環境の変化に対応するために企業組
織を再編成した実際のケースとしてアメリカのネッスル社のマーケティング組織戦略を紹
介している (39~44ペー ジ）。
第I部における何よりものメリットは，新しいマーケティング・コンセプトの対応にお
いて組織論を展開し且つ複数販売プランチ組織，複数製品ライン組織，複数事業部制組織
およびコングロマリット，ワールド・エンタープライズの出現をもマーケティング・コン
セプトの視点から明らかにせんとしようとした点であろう。ただ組織論の展開において，
複数単位組織では， トップはマネジメント・コントロールに関してはセールス・マネージ
ヤーやプロダクト・マネージャーやゼネラル・マネージャーに大幅に意思決定権限を委譲
し，もっぱら戦略的計画に専念すべきであることを説いているが， トップ・：マネジメント
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と各サプ・グループの計画活動を全社的レベルで如何にコーディネートすべきであるかと
いう，より具体的な分析を明らかにして欲しかった。
第I部。ここでは第二段階の「マーケティング情報時代」に対応した戦略としての「組
織的意思決定戦略」を分析している。マーケティング情報時代とは，実業界において新し
いマーケティング・コンセプトが認識され，それが実践的に普及化するにつれて新しい事
象を把握する新しい概念が開発され，より的確な情報収集が容易になり，かかる情報を企
業が如何に駆使すべきであるかという時期で，著者はアメリカにあっては， 1965年ごろか
ら1972ごろまでとしている (iページ）。いうまでもなく第一段階においても，すでに「マ
ーケティング情報システムの役割が如何に重要であるかが説かれている。しかし，そこに
おけるシステム化の重要性は，組織内部におけるコーオディネイトにとってであり，組織
外における情報との関連性には．より大きなウェイトはおかれていなかった。ここでは，
環境変化の激しい社会経済下における組織そのもののあり方を再検討している。著者はま
ず近代的組織論の問題点を明らかにすることによって環境適応的意思決定論を展開する。
「古典的組織論を基礎にしたフォーマルな組織のもとでは，従業員のモラールの低下．コ
ミュニケーションの欠如，部門間のコンフリクト，組織と個人の対立といった望ましくな
い一種の「病理的過程」が発生し，しだいに組織が継続的に機能していくだけの最低限度
の能率すら達成できなくなり，結局，「存続」できなくなるような危険な状態に追い込まれ
る過程を，近代的組織論はエクスプリシットに究明してきている」 (47ページ）。近代的組
織論の主張するように組織内部が内蔵する病理的過程を明らかにし病源を根絶することに
よって組織の能率を高めることができる。しかし「組織は内部的に何ら欠陥がなくても，
その組織の存続が危険にさらされる。いいかえれば，組織の存続にとっては，組織の内部
的均衡は必要条件であるが．けっして十分な条件ではない。むしろ，現在のように企業組
織を取りまいている環境が急速に変化しつつある時代では，たとえ組織の内部的均衡が維
持されていても，現在の変化に適応できなくなり，存続が危険にさらされているケースは
けっして少なくない」 (48ページ）。すなわち環境の変化が激しい社会にあっては，企業組
織は内部的要因よりも外部的要因たる環境的要因によってその存続を脅かされることとな
る。さらにより重要なことは，内部的要因は組織にとって管理可能であるが外部的要因は
知覚したり，予測したりすることが可能であっても管理不可能であるということである。
それゆえ「企業が長期間にわたって存続し続けるようなシステムを開発するためには，近
代的組織論が究明してきた内部的な病理的過程についてだけではなく，環境からのズレか
ら発生する病理的過程についてもメスを入れる必要がある」 (49ページ）のである。
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いうまでもなく P.セルズニック (P.Selznick)やH.A. サイモン(H.A.Simon)に
よって高められてきた近代的組織論においても， 組織行動と環境との関係は重要視され
てきた。しかし「環境的変化の影響を無視しているわけにはいかない段階になっているた
めに，マーケティング・マネジメント論はいうに及ばず，近代的組織論も，ダイナミック
な環境的要因の影響をエクスプリシットに検討できるような理論的フレーム・ワークを開
発することが必要になってきている」 (51ページ）。そのためには「マーケティング意思決
定過程では……計画案の評価および選択局面も重要であるが，それ以上に，一方では，計
画案が評価される以前の局面で，環境の変化を知覚して，それを目標を設定する際に十分
に考慮に入れ，企業の行動と環境の変化とにズレが発生しないようなメカニズムを制度化
し，他方では，計画案が選択され実施された後の局面で，はたして，計画値と実際値との
間に大幅なズレが発生していないかどうかという点をモニターしておき，もし大幅なズレ
が発生していることが知覚されると，迅速にフィードバックして修正的アクションをとら
せるようなメカニズムを制度化する必要がある」 (53ページ）。著者はかかる理論的思考を
基礎に「環境適応的なマーケティング目標の設定」「修正的アクションのためのフィード
バック・メカニズム」「新製品計画過程の適応的行動」「新製品の概念規定」「新製品計画
案の立案」および「新製品発売行動のモニタリング」について分析をすすめてゆく。この
ような分析をふまえ「マーケティング計画と組織的意志決定過程」 (75~96ページ）につ
いての理論的なフレーム・ワークを明らかにする。さらに実証的裏付けとして「ピルズベ
リー社のマーケティング情報戦略」 (97~142ページ）を紹介することによってその説得
性をより高めている。
第I部は，いわゆる現代マーケティング論が備えている理論的知識の企業組織への実践
的応用という著者の試みが意欲的になされているといえる。すなわちマーケティング論と
経営学ないしはマーケティング論と組織論の接点でもあり，両者の学問的発展と共に，ょ
りユニークな試みが期待出来る分野であると考えられる。
第Il部。最後の部門であるここでは第三段階「エコロジ一時代」に対応すべく「企業工
コロジー戦略」が論じられている。著者はアメリカにおいては1973年以降エコロジ一時代
に本格的に突入していると位置づける (iページ）。本書の副タイトルが明示しているよ
うに，著者の本書での意図は本格化してきているエコロジ一時代に対応すべく企業エコロ
ジー戦略ないしはエコロジカル・アプローチを明らかにすることにある。現実に進行しつ
つある事態および今後の予想される状況を想定し，あるべき企業戦略を求めようとする試
みは，資料にもとづいた分析というより，むしろ未来学的発想でもって大胆な思索をすす
43 
98 闊西大學「純清論集」第24巻第2号
めざるをえないが，かかる制約条件があるにも拘らず，著者はアメリカにおけるパイオニ
ア的企業の資料を出来るだけ駆使しながら自己のアプローチを裏付けようと真摯な態度で
筆をはこんでいる。
企業にとって環境問題は， 1.流通問題， 2.消費者問題， 3.公害問題という段階を経て
大きな課題となってきた。それが本格的に重要視されるようになってきたのは公害問題を
契機としてであった。すなわち，公害問題はこれまで，売上げと利益のみに関心を払って
きた経営者に対して企業の存続それ自体をも否定するものであるという事実に直面させる
こととなった。公害問題，資源問題等の環境問題に対する取組みにはマクロ的な産業政策
のみではなくミクロ的な個々の企業経営のあり方が必要なのである。著者は，かかる状況
をふまえ，マーケティング担当者に対して次のような勧告を行っている E.J. ケリーの
言葉を引用する。「マーケティング・マンは，翼手を市民＝消費者としての二重の役割に
おいて知洸しなければならないと同じように，経営者は1970年代の社会市場に適した市民
権（シテイズンシップ）に対する新しい概念を開発しなければならない。利澗は，企業の
存続にとって基本であることはまちがいないが，今日，企業に対する主要なチャレンジは
変化しつつある環境の社会的なニーズをいかにして満たすかという点にある」 (147~148
ページ）。ここに企業と環境の対応においてエコロジカル・アプローチが必要になってく
るわけだが，著者は代表的な学者である w.オルダーソン (WroeAlderson)およびH.
B. ソレリ (H.B. Thorelli)の所説を検討することによって明らかにする (149~153ペ
ージ）。もともとエコロジーということばは生物学の分野から生まれたものであるが，人
間社会にあってもたとえば企業組織と環境間にはダイナミックな相互作用関係があり，円
滑な関係のためにはエコロジカルな関係がなければならない。著者はw.オルダーソンの
ェコロジ一概念を引用して次のように説明している。「エコロジーという広いフレーム・
ワークは，記述的タームと規範的タームの両面でマーケティング・サイエンスの開発に対
して非常に有望である。生物学から借りてきた“エコロジー”ということばは，少し意味
合いを変えて，人間社会に適用されている。ここで用いる意味は，人類学者である J.ス
チュアート (Julian Stewart) の提唱している文化生態学 (culturalecology)の概
念に近い。スチュアートによれば，文化の重要な側面は， 文化関連的社会がその環境に
対して適応しようとするためのテクノロジーである。人間社会のエコロジーは，一定の期
間内での重要な適応の手段としての生物学的進化よりも，むしろ文化的変化と見なしたほ
うがよい」 (150~151ペー ジ）。
w. オルダーソンのエコロジー・モデルの特質は環境を単なる外部要因としてとらえるの
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ではなく，企業と環境とを含むマーケティング・システムを原子論的システムと有機体的
システムの中間的存在たるエコロジカル・システムとしてとらえる点にある。このエコロ
ジー ・モデルは， 「企業の存続」「病理の発生」「環環とのズレの拡大」「エコロジカルな制
裁」「コントロール・センター」および「滅亡状態」等の各構成要素から成る。このよう
に企業と環境はトータル・エコ＝システム (totalecosystem) としてとらえられ， そ
れはクローズドなシステムなのである。さらに企業から見たトータル・エコ＝システムを
考える場合，その企業と対応関係にある環境は「流通環境」「消費者環境」「社会的および
自然的環境」の三つの環境要因に区分される。いわゆる「病理の発生」としては，大最生
産に見合う流通機構の整備されておらなかった「流通環境」との対応において生じ，つぎ
には「消費者環境」においてであった。ここで「消費者環境」は「買手行動環境」と「製
品使用環境」に区分され，最初に「病理」が発生したのは「買手行動環境」で，たとえば
「物価問題」「誇大広告」「不当表示」「悪質セールスマン」等が消費者運動の主眼となっ
てきた。これにつづき，「製品の欠陥」「有害食品」等の「製品使用環境」での問題が病理
として生じてきた。さらには，いわゆるw.オルダーソンの「本源的環境」たる「社会的
および自然的環境」へと病理が進行してきている。 このような過程にあって， 「物的流通
システム」「コンシューマー・アフェア部門」「産業廃棄物処理センター」および「ゴミ処
理センター」が「コントロール・センター」としての機能を果しつつある。・かかるエコロ
ジカル・アプローチ」には，「モニタリング・システム」「リサイクリング・システム」お
よび「エコロジー・センターのトータル化」といった機能のシステム化が見られる (153 
~169ペー ジ）。
ェコロジカル・アプローチの理論的体系を以上のように解釈する著者は環境問題に対す
るその具体的アプローチとして，たとえば消費者志向の企業の採るべき具体的実践として
「ホーム・エコノミスト」の役割を評価し，ビジネスにおけるホーム・エコノミスト台頭
の必要をうながす。さらにいわゆるコンシューマリズムとの対応において，企業，業界団
体および政府等の各機関における消費者担当組織の設置をすすめる。最後に企業エコロジ
ー戦略を「モニタリング戦略」「レギュレーション戦略」「リサイクリング戦略」の三つの
側面からの必要を説・く (170~240ペー ジ）。
3 
以上私なりの解釈で本書の内容をみてきたが，ここで本書における若干の問題点を列挙
しておこう。
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1. 著者はマーケティングが本格化しはじめてから今日までの期間を「マーケティング
・コンセプト時代」「マーケティング情報システム時代」「エコロジ一時代」の三つに区分
しているが，その区分の基準を明らかにされていない。かかる区分そのものを否定するも
のではないが，これらの区分が，社会経済の歴史を意味するものなのか，それともマーケ
ティング知識の実業界における普及度を意味するものなのか。
2. 複数単位組織をマーケティング・コンセプトとの対応においてとらえようとする考
え方はユニークでありかつ興味深いが，そのことは同時に市場の拡大および生産規模の拡
大との関連において企業組織自らが内蔵する組織管理上の問題に対する対応という一面が
ありはしないだろうか。
3. 今日生じつつある，いわゆる本源的環境問題への対応は企業独自の努力のみによっ
て満足しうる状態をつくりだしえないことは著者自らが指摘しているところである。しか
し企業と公的機関のそれぞれの役割と限界性についても著者の考え方を明らかにして欲し
かった。さらには，資源問題へのアプローチには国際的な協力が必須条件となってくる
が，かかる側面における思い切った提言も期待したいところでもある。
4. 企業エコロジー戦略の一つとして「リサイクリング戦略」の必要を指摘しておられ
るが，あるべき基本的な方向としてはこれを是認しつつも，企業独自の戦略としての成功
はかかる企業努力によってのみでは保証されるものではないといえよう。たとえば，昨年
のオイル・ショック以降，従来の使い捨て生活様式との対応において節約の必要が説かれ
ているが，基本的には経済原則を無視した行動はなされえないことに留意すべきである。
すなわち使い捨て生活様式自体が経済的な行為だったのである。それゆえリサイクリング
戦略もその途を採ることがより経済的であるという経済原則が作用しうる裏付けが存在し
なければならないのである。
5. 3, 4の問題点とも関連することであるが，著者は本源的環境問題と企業ないしは
産業との関係について新しい研究領域を開拓されたわけであるが，とりわけ「コンシュー
マリズムと組織戦略」は興味深い。しかし，エコロジ一時代における，あるべき消費者の
立場を位置づけ， それとの対応において組織戦略を展開する必要がありはしないだろう
か。エコロジ一時代にあっては，企業も変革するが，また消費者自身も変革する，あるい
は変革しなければならないのである。たとえば，従来，消費者志向という理念でもって認
識する際の消費者は私的なニーズを追求する存在として位置づけられていた。それゆえ消
費者のニーズに如何に対応するかということは善なものとして把握されていた。しかし企
業の行動が社会的な存在であるように，消費者にあっても，消費は私的な欲求遂行である
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と共に，その消費ないしは使用にあたっては社会的な側面をも考慮しなければならないと
いうことである。自己の私的な自動車であっても，それを運転する際には交通ルールをわ
きまえ運転免許証が必要であるように現代社会にあっては消費者は私的な消費が社会的な
性格を帯びてきていることに眼を向けねばならないし，また消費者自身がかかる方向へ向
ってゆくものと考えられる。消費者をこのように位置づけることによって，それとの対応
において新しいマーケティング・コンセプトの開発が求められよう。その意味では著者の
指摘する「ホーム・エコノミスト」の果す役割も大きいといえよう。
以上，私の気付いた諸点を列挙しておいたが，豊富な資料と内容を備えた本書を浅学な
私が書評する任でないことを分りながら，あえてなしたことを断っておきたい。本書は新
しい研究領域である本源的環境問題と企業ないしは産業の関係の究明に一里塚を築いたと
いえよう。
（東洋経済新報社，昭和49年4月刊， B5判， viii+240ペー ジ）
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